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研究成果の概要： 
 本研究は，精神障害者における就労支援プログラム（IPSBP）の就労準備プログラム実
施後の認知機能の改善がどの程度持続するか，改善効果の持続と就労状況との関連につい
て検討することを目的とした．その結果，参加者は IPSBP の前後で認知機能は改善する
が，Follow-up 時には緩やかに低下していた．Follow-up 評価までの期間と認知機能の変
化量には負の相関が認められたことから，IPSBP終了後からの期間が長くなるほど認知機
能は低下する傾向があることがわかった．就労日数と認知機能との間に有意な相関は認め
られなかった． 
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1．研究の背景 
海外では，精神障害者の就労支援プログ

ラ ム と し て 援 助 付 雇 用 Individual 
Placement and Support（IPS）の有効性
が多数報告されている 1-4)．我々は精神科単
科病院の精神科デイケア（DC）において
IPS を基本とする就労支援プログラム
（IPS Based Program: IPSBP）を開発し
た 5-7)．IPSBP は，就労準備プログラム，
職場開拓を含む就職支援，就労後の定着支
援を，医療機関と公共職業安定所および福
祉施設のスタッフが多職種チームとして連
携して実施することが特徴で，現在の日本
の制度に即した支援方法である．我々はこ
れまでの IPS研究の成果と比較し，IPSBP
では就職率と就労継続率が高いことを報告
した 6,7)． 
また，先行研究では，精神障害者は認知

機能障害を有しており 8)，認知機能障害は
就労するための能力を低下させることや 9)，
認知機能が改善することにより就労アウト
カムが向上する可能性が示唆されている
10)．我々の過去の調査では，IPSBPの就労
準備プログラムは認知機能の改善効果を認

めているが，改善した認知機能がどの程度
持続するかについては明らかになっていな
い．また，認知機能の改善効果持続が就労
状況とどのような関連があるかは分かって
いない． 
 
2．研究の目的 
精神障害者における IPSBP の就労準備

プログラム実施後の認知機能の改善がどの
程度持続するか，改善効果の持続と就労状
況との関連について検討することである． 
 
3．研究の方法 
研究デザインは単群縦断研究である．研

究対象者は 2016年 5月から 2024年 3月
までの期間に千曲荘病院 DCの IPSBPを
受けた患者で，IPSBPの就労準備プログラ
ム終了後 6ヶ月以上が経過した 96名（統
合失調症 39名，気分障害 26名，神経発達
症 22名，その他 9名）であった．そのう
ち研究への参加に同意した者を研究参加者
とした．研究対象者には研究の目的を文書
と口頭で説明し同意を得た．認知機能検査
には統合失調症認知機能簡易評価尺度
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（BACS）を使用した．IPSBPの就労準備
プログラム開始時を Baseline評価，終了時
を Post評価とした．Baseline評価から
Post評価までの期間は約 90日であり，デ
ータは DCの診療記録から収集した．認知
機能の経時的変化を調べるため，Post評価
からFollow-up評価までの期間を追跡調査
期間とした．Follow-up評価は 2024年 4
月1日から2025年1月31日に実施された．
すなわち，Follow-up 評価以外は後ろ向き,
大学医学部倫理委員会の承認を得て実施し
た（承認番号 6112）． 
解析方法は，Baseline，Post，Follow-up

評価における BACSの前後比較には，反復
測定分散分析および多重比較を実施し，
Bonfferoni法によって p値の補正を行った．
Post評価からFollow-up評価までの期間お
よび就労日数と認知機能の変化との相関分
析には Spearmanの順位相関係数を実施
した．統計解析は EZR(version 1.61)を使
用した． 
 
4．研究成果 
1) 対象者 
 研究対象者 96 名のうち，研究への参加
に同意し研究参加者となったのは 12名（平
均年齢 39.3±10.6歳，統合失調症 8名）で
あった．脱落理由は，不同意，転医や転居，
症状悪化により参加が困難，等であった．
追跡調査期間の平均日数は 1,660.2±833.0
日であった． 
2) 認知機能の推移 
反復測定分散分析の結果，参加者は 

Baseline時よりも Post時に BACSの zス
コアが高い傾向があり，Follow-up 時には
z スコアが緩やかに低下し，運動機能のみ
が有意差を認めた（p < .05）．また，相関
分析の結果，Post評価から Follow-up評価
までの期間とその間の BACS の総合得点
の変化量には負の相関が認められ，相関係
数は r = -0.587であった（p < .05）．就労
日数と BACS との間に有意な相関は認め
られなかった． 
統合失調症の認知機能改善における効果

を検討したメタアナリシス 11)では，認知機
能の改善は年齢と負の相関を示したおり，
若い年齢層ほどプログラム介入に敏感であ
った可能性がある．また，年齢の他にも追
跡調査期間のばらつきや病状の変化が認知
機能の低下に関連していた可能性がある． 
 
5．研究の限界 
本研究の限界として，サンプルサイズが

小さく，統計結果に影響を及ぼしている可
能性が挙げられる．また，研究参加者の
Follow-up 期間にかなりのばらつきがあり，
その期間の参加者の経過が詳細に把握され

ていなかった． 
 
6．今後の展望 
今後，精神障害者に対する就労支援をよ

り一層促進させるために，認知機能を維持
させたり，就労率や職場定着率を高めるた
めの具体的な戦略を検討する必要があると
考える． 
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